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特定保健指導の対象となった方は
利用券を活用して特定保健指導を受けましょう！

毎年４月１日時点で公立学校共済組合の資格を持たれてい
る方には、特定健診※1の 受診券 を配布しています。

①予約

①受診券到着 ②予約 ③受診

②面談 ③計画実践 ④評価
　医療機関一覧から
受診する医療機関を
選び、電話で予約し
ます。

●被扶養者分
　被保険者の所属へ発送（予定）
●任意継続とその被扶養者
　ご自宅へ発送（予定）

受診券と合わせて同封して
ある医療機関一覧から、医
療機関を選んで予約

予約をした医療機関へ、「組
合員資格が確認できるも
の」と「受診券」を持参

※１特定健康診査（特定健診）…生活習慣病の予防のために、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した健診。

　専門スタッフと
面談し、生活習慣
の改善計画と目標
を立てます。

　計画に従って実践
します。支援レベル
によっては、継続面
談等が実施されます。

　電話や文書などで
身体状況・生活習慣
の確認が行われます。

忙しいし、受けるのは面倒だな…

自覚症状もないし、自分でそのうち取り組むから大丈夫かな…

▼ここまで見てそう思ったアナタへ
　特定保健指導は利用者のライフスタイルに合わせて、無理なく実践できることから提案します。
　なお、生活習慣病のほとんどは自覚症状がありません。自覚症状が出たころには手遅れとなる
場合もあります。「いつかやるから」と先延ばしにしていては、取り返しのつかないこともあります。
　また、生涯にわたって高額な医療費を払い続けることにもなりかねません。
　あなたの楽しみや将来の夢は、「健康」であることが前提ではないでしょうか。今一度、ご自
身の体と向き合い、大切な自分のため、家族や友人のためにも、今できることから実践しましょう。

　特定健診の受診券を用いて人間ドックを受診いただくと、割引した価格で受診いただけます。
　令和５年度より行っており、令和７年度も引き続き実施をする予定です。
　なお、この割引が受けられる医療機関については、受診券と合わせて一覧をお送りします。

被扶養者・任意継続組合員への特定保健指導のお知らせ

令和７年度特定健康診査のお知らせ（予告）

40 ～ 74歳の被扶養者・任意継続の皆様へ

令和７年度40 ～ 74歳の誕生日を迎えられる　被扶養者・任意継続の皆様へ

個人で人間ドックを受診される方について
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メンタルヘルス講習会（ラインケア）

メンタルヘルス講習会（セルフケア）

健康増進セミナー（睡眠）

健康増進セミナー（栄養と運動）

今年度開催した各種セミナーの報告

開催日	 会場	 参加者　
6月28日	 相知文化交流センター	 23名
7月17日	 ゆめぷらっと小城	 23名
9月27日	 グランデはがくれ	 23名

開催日	 会場	 参加者　
6月19日	 グランデはがくれ	 23名
8月  2日	 相知交流文化センター	 18名
8月20日	 ゆめぷらっと小城	 84名

開催日	 会場	 参加者　
8月28日	 ゆめぷらっと小城	 34名

開催日	 会場	 参加者　
7月30日	 グランデはがくれ	 12名

◦すべてが職場において、実践に活かせる内容で　
あった。
◦相談を受けた際、自分の経験だけで対応するこ　
とが怖かった。専門的な指導でこれから生かし　
ていけると思う。
第2回では参加者全員が「大変良かった」とご回答
をいただき、大変実りのある講習会となりました。

◦自身の想像以上にストレスが溜まっていること
に気が付いた。人間関係についても勉強になった。
◦アロマで癒された。また参加したい。
◦呼吸法をしたら短時間だったが、とてもすっき
りした。お話の仕方もとても心地よく聞きやす
かった。
第3回は84名の方にご参加いただき、大盛況でした。

◦睡眠の改善方法が分かったので今後に活かそう
と思った。
◦睡眠の役割、自分の今の睡眠の質、これから実
践できそうな睡眠の技術を学ぶことができた。
◦ヨガを実際に体験する時間があり、少しの時間
でも身体がすっきりした。

睡眠改善プログラムにも20名の方にご参加いただきました。ありがとうございました。

◦筋トレと違い、歩き方を変えることは日常でで
きることであり、取り組みやすかった。
◦生活習慣病予防のための食事について知ること
ができた。
◦座学と実技で生活習慣病予防の理解が深まった。

講演会
の様子

講演会
の様子

講演会
の様子

講演会
の様子
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退職後の医療保険制度について

　公立学校共済組合員である教職員が退職をすると、共済組合員資格を喪失しますので、新たに公
的医療保険制度に加入することになります。
　加入の要件は再就職の有無や勤務状況によって異なりますので、ご自身に合った制度を選んで、
加入手続きを行いましょう。

国民健康保険の被保険者
健康保険または

共済組合の被扶養者

任意継続組合員
（最長２年間加入できます）

５～７ページ参照

健康保険の被保険者または
共済組合の組合員

給付
内容

附加給付がない等、健康保
険や共済組合より給付額が
少額になることもありま
す。

健康保険または共済組合に
より異なります。

現職時とほぼ同じです。
給付内容は７ページを参照
ください。

健康保険または共済組合に
より異なります。

掛金
（保険料）

前年の収入をベースに算出
（市町より異なります）さ
れます。

被扶養者となるため掛金
（保険料）の負担はありま
せん。

雇用主負担がなくなるた
め、最大で現職時の２倍に
なります。

健康保険または共済組合に
より異なります。

窓口 各市町国民健康保険担当
ご家族が加入されている　
医療保険担当

公立学校共済組合佐賀支部 再就職先の医療保険担当

その他

被扶養者制度がないため、
これまで被扶養者であった
方の分の保険料を世帯主が
負担することになります。

年金（公的年金、個人年金）
も収入に含まれます。
被扶養者になるための条件
については、保険者間で異
なる場合があるので事前に
確認してください。

被扶養者制度についても在
職時と同じです。

再就職先によっては、健康
保険が適用されない場合も
あります。

※　正規職員を退職後、数日の空白期間をおいて公立学校の臨時的任用職員になる場合、退職時に

次の雇用が決まっており、かつ退職から２週間以内（退職の翌日から起算して14日以内）の再

雇用であれば、空白期間も公立学校共済組合員としての資格は継続します。

　例）3/31付け退職、4/14付け臨時的任用（常勤講師等）

退職

退職した日の翌日※に再就職する。

退職日の前日まで、引き続き１年以上の組合員期間がある。

本人の選択

再就職先の健康保険または

共済組合に強制加入となる。

公立学校共済組合の

任意継続組合員になる。

家族が加入している健康保険または共済組合の

被扶養者の条件（収入が一定額未満など）に該当

しており、被扶養者になれる。
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公立学校共済組合任意継続組合員制度について

　共済組合に掛金を納めることにより、本人及び被扶養者が退職後も引き続き（最長２年間）医療
給付等について、現職時と同様の給付と一部の福祉事業が受けられる制度です。

加入要件
　①退職日の前日までに１年以上引き続き組合員であること　
　②退職の日から起算して20日を経過する日までに共済組合へ申し出を行うこと
　　（共済組合へ掛け金の納入、申告書の提出が20日以内に終了することです）
　なお、再就職などにより、中途で脱退することはできますが、再加入するためには、再度①②の
要件を満たす必要があります。

申出方法と期限
　　年度末退職者の加入申出及び掛金納入期限は以下のとおりです。

　　　・任意継続組合員申出書の提出期限　令和７年３月14日（金）
　　　・任意継続組合員掛金納入期限　　　令和７年３月14日（金）

掛金の算定方法
　　任意継続掛金は短期給付に係る掛金と介護保険の掛金からなります。
　　現職時は事業主（県）と折半していた掛金を全額納めるようになるため、現職時のおよそ２倍
の額になります。

　　掛金月額　＝　算定の基準となる額※１　×　（　短期掛金率　＋　介護掛金率　）※２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1000分の93.20　　　  1000分の15.92

Q １　令和６年４月１日に採用された臨時的任用職員が令和７年３月31日付で退職する
場合、任意継続組合員になれますか？

A１　退職日の前日（令和７年３月30日）の時点で１年以上引き続き組合員ではないの
でなれません。

　　　令和７年度も臨時的任用職員として勤務し、組合員期間の要件を満たせば任意継続
組合員になることができます。

Q２　任意継続組合員期間の途中で臨時的任用職員に採用された場合、臨時的任用期間
終了後に再度任意継続組合員になれますか？

A２　臨時的任用職員の期間満了日（退職日）の前日までに１年以上引き続き組合員で
あれば加入できます。

　　　なお、任意継続組合員となるための要件である「１年以上引き続き組合員である」
の中には任意継続組合員の期間は含まれません。

Ｑ３　会計年度任用職員ですが、任意継続組合員になれますか。
Ａ３　期間満了日（退職日）の前日までに１年以上引き続き組合員であれば加入できます。

Ｑ４　正規職員で令和６年３月31日退職し、４月７日より臨時的任用職員として令和７
年３月31日まで勤務して退職します。任意継続組合員になれますか？

Ａ４　資格が継続していますので、加入できます。
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※１　次のいずれか低い額により掛金が算定されます。
　　　・ 退職時の標準報酬月額
　　　・ 全組合員の平均標準報酬月額（令和６年度は380,000円）
※２　令和６年度の率です。
　例）掛金額の最高額（40歳以上65歳未満で平均標準報酬月額380,000円を適用した場合）

　　　短期掛金　月額35,416円（380,000円×93.2 ／ 1000）…①

　　　介護掛金　月額  6,049円（380,000円×15.92 ／ 1000）…②

　　　掛金年額　497,580円　（①＋②）×12月　

掛金の払込方法

　払込は「年払い」、「半期払い」、「毎月払い」のいずれかを選択し、共済組合から送付される「振

込依頼書」により佐賀銀行で払込んでください。※１

  なお、年払い、半期払いの場合、前納割引※２があり、年払いの場合、毎月払いよりも年間の掛金

総額が約１万円安くなり大変お得です。（年払い　487,152円）

※１  払込時に受け取る「振込金（兼手数料）受取書」は、確定申告の際に社会保険料控除の確認

書類として必要となりますので、大切に保管してください。

※２　割引率は令和６年度現在のものです。

※３　「振込依頼書」毎に振込手数料が110円必要です。

任意継続組合員の資格喪失

　次のいずれかに該当したときに資格が無くなります。

　①　任意継続組合員となった日から起算して２年を経過したとき

　②　死亡したとき

　③　掛金を期日までに払い込まなかったとき

　④　他の医療保険制度に加入したとき（再就職等により健康保険等に強制加入）

　⑤　任意継続組合員でなくなることの申出を共済組合が受けた場合において、その月の末日が到

来したとき（家族の被扶養者になったとき等）

給付金等の振込について

　給付金が生じた場合は、佐賀銀行指定の口座に振り込みます。

　なお、退職後も現職時に生じた給付金が振り込まれる場合がありますので、任意継続組合員制度

への加入の有無に関わらず退職後半年程度は当該口座を解約しないでください。

任意継続組合員が受けられる短期給付

　短期給付には、法律（健康保険法等）で給付の種類や内容などが定められている「法定給付」と、

保険者（共済組合）が財政事情などを勘案して定款で定める「附加給付」（一部負担金払戻金、家

族療養費附加金）があります。

任意継続の掛金は年払いだと割引も大きいし、払い

込み忘れによる資格喪失の心配もないね。



7福利さが166号　令和７年２月１日発行

＜任意継続組合員が受けられる短期給付一覧＞

給付
事由

給付名
二段の場合、上段が本人
下段が家族

給付概要
請求
方法

病
気
や
負
傷

療養の給付
家族療養の給付

組合員（被扶養者）が病院でマイナ保険証等を使用して診療を受け
たとき
⇒総医療費のうち７割を共済が負担

自　
　

動　
　

給　
　

付

入院時食事療養費
組合員（被扶養者）が病院で食事療養を受けたとき
⇒食事に要した費用から自己負担額を控除した額を共済が負担

訪問看護療養費
家族訪問看護療養費

組合員（被扶養者）が重度の障害等により医師の承認を受けた上、
自宅において指定事業者から指定訪問看護を受けたとき
⇒指定訪問看護に要した費用のうち７割を共済が負担

一部負担金払戻金☆

家族療養費附加金☆

組合員（被扶養者）の保険適用の窓口負担が、25,000円を超え
ているとき
⇒窓口負担額（３割）から25,000円を差し引いた額を共済が負担

高額療養費
組合員（被扶養者）の保険適用の窓口負担が一定額を超える場合
⇒窓口負担額のうち自己負担限度額を超えた額を共済が負担

病
気
や
負
傷

療養費
家族療養費

①組合員（被扶養者）がやむをえない事情によりマイナ保険証等
を使用しないで病院で受診したとき
②マイナ保険証等が使用できないもののうち、医師が治療上必要
と認めた場合（コルセット等の治療用装具、はり、きゅう、マッ
サージ等）
※①②ともに共済組合が認めた場合 
⇒総医療費のうち７割を共済が負担

請　

求　

書　

提　

出

出
産
出産費〈同附加金☆〉
家族出産費〈同附加金☆〉

組合員（被扶養者）が出産したとき
⇒488,000円※〈附加金50,000円〉
※産科医療補償制度加入の医療機関で出産した場合、12,000円を加算して
50万円を支給

死
亡

埋葬料〈同附加金☆〉
家族埋葬料〈同附加金☆〉

組合員（被扶養者）が死亡したとき
⇒50,000円〈附加金25,000円〉

弔慰金
組合員が水震火災その他の非常災害で死亡したとき
⇒標準報酬月額１月分を支給

家族弔慰金
被扶養者が水震火災その他の非常災害で死亡したとき
⇒標準報酬月額１月分の７割を支給

災
害
に
よ
る

住
居
等
の
損
害

災害見舞金

組合員が災害により、住居や家財に損害を受けたとき 
（損害の程度により給付されない場合もあり、現地調査が必要と
なりますので、事由が発生した場合はすぐに電話連絡してくださ
い）
⇒被害の程度により標準報酬月額の0.5 ～３月分を支給
　災害見舞金は共済組合独自の給付となります

　・　☆印は法定給付に上乗せして、公立学校共済組合が独自に行っているものです。（附加給付）
　・　請求行為（請求書提出）により支給される給付金は、その給付事由が生じた日から２年以内

に請求しなければ、時効により給付金を受給する権利が消滅します。
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被扶養者の認定要件は大丈夫ですか？

毎年多い被扶養者の取消事例を紹介します

▶　遡って取消になった日以降に、マイナ保険証を使って医療機関を受診していた場合は、医療費
を返還してもらうことになります。
　　通常、マイナ保険証を提示して医療機関を受診すると、医療費の３割分※注を窓口で支払って、
残りの７割分※注は共済組合が負担しています。その７割分※注の金額を返還してもらうことにな
りますので、遡りの期間が大きかったり、たくさんの病院を受診していたりすると返還してもら
う金額も数百万と大きくなってしまうこともあります。
　　返還する医療費は、法定給付（高額療養費等）及び附加給付はもちろん、互助会からの医療給

付金も全て返還対象となりますので、定期的に扶養している被扶養者（ご家族）の現況を確認し
ましょう。　　※注…生年月日により異なる

被扶養者の認定が遡って取り消しになると医療費の返還が必要になります。

取消事由 事　　例 取消日

就　　職 ・　就職等により他の健康保険（社会保険等）の被保険者となったとき
　（注） 収入が限度額以内であっても被扶養者の取消となります

・　健康保険の資格取得日
・　就職日

収入超過

・　アルバイト等による収入が年額130万円以上又は月額108,334円以上の収
入が見込まれるとき

　（注） 収入には通勤手当等も含まれます
・　就労初日

・　60歳以上等（注①.②）は年額180万円以上が見込まれるとき
・　アルバイト等による収入がある者が年金支給開始となり、年金額と収入額
の合計年額が180万円以上又は月額150,000円以上が見込まれるとき

　（注）次の①と②に該当する者のみ、限度額は年額180万円です
　　①　障害を支給事由とする公的年金等の対象者
　　②　60歳以上の者
　　※　これに該当しない者の限度額は、年額130万円です
　　　（60歳未満で遺族年金を受給している場合を含みます）

・　年金証書等の受領日
　　（不明な場合は通知日）

・　月額108,334円以上の収入が３か月連続で超えたとき
　　（60歳以上等は150,000円以上）

・　4か月目の初日

・　雇用保険（失業等給付）の基本手当日額が3,612円以上の場合
　（注）受給期間中は被扶養者になれません

・　受給開始日

・　確定申告により認定基準年額以上となったとき
　◎　事業所得等は、総収入から共済組合が必要経費として認める経費を控除
して年額を算出します

　　（所得税法上の所得とは一致しません）
　◎　農業所得を家族で従事している場合は、名義人に関係なく従事割合によ
り所得が按分されます

　◎　個人年金や株の配当金も収入に含まれます
　（注）個人年金は、課税所得証明書等に雑所得として計上されることで、
　　　 収入が発覚し遡って取消となる事例が発生しています
　（例）支給額（A）－掛金額（B）＝　雑所得の課税の対象となる金額
　　　　（A）300,000円　－　（B）195,000円　＝　105,000円（雑所得）

・　税務署の受付日又は
　　確定申告最終日

別　　居 ・　同居を条件とする被扶養者と別居したとき ・　別居の日

結　　婚 ・　結婚により組合員との生計維持の実態が無くなったとき
・　婚姻日
・　生計が別になった日

送　　金 ・　別居している父母等への送金額が認定要件の基準額未満になったとき
　◎　基準額＝収入合計額（送金額を含む）の3分の1以上

・　認定要件の基準額未満
　　になった月の初日

夫　　婦
共同扶養

・　扶養手当等の付け替え（扶養替）により主たる扶養者でなくなったとき
・　組合員の年間収入と比較し配偶者の年間収入の割合が１割を超えたとき
　　※　主たる扶養者である組合員が、育児休業を取得することにより無給と

なり夫婦の収入が逆転したときに限り、育児休業を取得しなかった場合
にもらえたであろう給料による年間収入で比較して差し支えないものと
して取り扱いすることができます。

・　扶養手当等の取消日
・　前年分比較、昇給昇格日
　　（1月1日等）
・　事実が生じた日
　　（配偶者の就職日等）
　　など

※　令和２年４月１日（施行日）より、被扶養者の要件に「国内居住要件（日本国内に住所を有すること）」が追加されま
した。詳しくは、「福利さが152号　令和２年７月１日発行　６ページ」をご参照ください。

※　年金額の改定通知書が
届いたら金額を確認して
下さい。

　　増額改定により所得限
度額を超えた場合は取消
となります。

※　この場合の個人年金の収入額は300,000円となります。

※　個人年金の取消日の取
扱いについては、契約時
等で確定した支払開始日
又は、支払通知書等の受
領日等です。

　　年額130万円未満の収
入要件に含まれますので
必ず申告をお願いしま
す。
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組合員の皆様へ 令和６年度の検認に
ご協力いただき有難うございました。

　引き続き、被扶養者（ご家族）の収入等の現況確認をお願いします。
　また、収入等の現況確認で気になる点がありましたら、速やかに学校の
共済事務担当者へご相談ください。

▶　被扶養者は、組合員と一定の身分関係（３親等内の親族）にあり、主として組合員の収入によ
り生計を維持する者でなければなりません。

▶　組合員が住所変更をした場合
　　共済組合員申告書による記載事項変更を申請してください。必ず住民票に記載の住所を記載し
てください。

▶　被扶養者が住所変更をした場合
　　組合員と別居となる被扶養者の住所変更は、被扶養者申告書により記載事項変更申請を行って
下さい。
　　ただし、組合員と一緒に転居し、同居の状態が継続する場合は申告は必要ありません。

▶　「国民年金第３号被保険者関係届」及び年金手帳または基礎年金番号通知書の写し（基礎年金
番号等が確認できる書類）を被扶養者申告書と一緒に必ず提出してください。
　（短期組合員は、提出を教職員課より委任されています）　　　　　　　　
　※　提出があったものは、共済組合が日本年金機構の定める年金事務所へ届出を行います。
　※　第３号被保険者とは、第２号被保険者（会社員や公務員など厚生年金、共済の加入者（65
歳以上で老齢年金を受ける人を除く））の配偶者で、20歳以上60歳未満（原則、年収が130
万円未満）の方が対象です。

▶　被扶養者の認定申告について
　　事実発生日（結婚・出生・退職等）の事由により行う場合は、事実発生日から30日以内に申

告してください。
　　申告の手続きが遅れた場合（30日超過）の被扶養者認定日は、所属長が被扶養者申告書を受

理した日からとなり、無資格の期間の病院等の診療費は全額自己負担となります。その場合は、
国民健康保険等に加入することとなります。
　▶　別居している父母等を被扶養者として認定する場合
　　被扶養者として認定を受けようとする者の「収入額（認定対象者自身の収入並びに組合員及び

当該組合員以外の者の送金等による収入の合計額をいう。）」に占める組合員の送金額の割合が、
３分の１以上であることが認定要件となります。

　主として組合員の収入により生計を維持する者とは、生活の基盤を組合員におき、原則とし
て組合員からその生活の資の主要なる部分を得ている者を指します。組合員が他の者と共同し
て同一人を扶養する場合（夫婦共同扶養等）において、社会通念上その組合員が主たる扶養者
でない場合（収入等により比較して）は、被扶養者に認定することはできません。

新規で被扶養者の認定を受けようとするときは

住所変更手続きについて

20歳以上60歳未満の被扶養配偶者の被扶養者認定を受けるときは

　ここでいう「収入額」とは、認定対象者自身の収入に、組合員の送金額及び他の者からの送金額を加えた額を
いいます。
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マイナ保険証お持ちですか

　令和６年12月２日健康保険証の発行が終了し、マイナ保険証（健康保険証とマイナンバーカー
ドを紐づけしたもの）へ移行しました。
　現在、組合員証・被扶養者証をお持ちの方は、令和７年12月１日まで使用することができます。

　マイナ保険証をお持ちでない新規の組合員・被扶養者の方には「資格確認書」を送付しています。
組合員証・被扶養者証をお持ちの方で、マイナ保険証として登録をされていない方には、令和7年
秋に発送する予定です。

　現在、多くの医療機関でオンライン資格確認が行われています。これにより療養費が高額になる
ときに自動的に限度額の確認が行われます。そのため、限度額適用認定の申請は不要になります。
医療機関で必要と言われた時に「限度額適用認定書」の申請をお願いします。

　マイナ保険証の登録解除も受け付けております。組合員より連絡をお願いします。

　必要な方に「医療費のお知らせ」を送付しております。申請になりますので、所属の共済事務担
当者へご連絡ください。

☆マイナンバーカードを健康保険証として登録するには

☆資格確認書について

☆医療機関受診時の高額療養費について

☆マイナ保険証の登録解除について

☆「医療費のお知らせ」について

☆医療機関で保険診療を受けるとき

マイナンバーカードの申請
〇オンライン申請
　（パソコン・スマートフォンから）
〇郵送による申請
〇まちなかの証明写真機から申請　等

マイナ保険証の利用登録をしている

医療機関がマイナ保険証に
対応している

マイナ保険証を利用
組合員証及び被扶養者証も可能

医療機関がマイナ保険証に対応していない

マイナ保険証
　　＋
マイナポータル　OR　資格情報のお知らせ
の資格情報画面　　　（A4用紙で配布済）

組合員証・被扶養者証
　　ＯＲ　　　　　　　　　の提示
資格確認書

マイナンバーカードを健康保険証と
して登録する
〇マイナポータルから登録
〇医療機関・薬局の受付で登録
〇セブン銀行ＡＴＭで登録

いいえ

もしくは

は
い
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退職・転出時の貸付金の償還についてのお知らせです。

定年延長により償還金の返済が継続される方へ

〇退職するとき
　退職手当から控除される金額については、令和７年３月上旬ごろに通知予定の「貸付金残高証明
書」でお知らせします。

〇転出するとき
　共済の貸付金を償還中の方が、下記転出先へ異動が判明しましたら佐賀支部へご連絡ください。

公立学校共済組合の他支部
（県外への転出）

転出先の共済組合で引き続き償還を行う（移管制度）
※退職手当が支給される場合は、即時償還となる

地方職員共済組合佐賀県支部
下記のいずれかを選択
①　自己資金で一括して償還
②　当共済組合が発行する「貸付金残高証明書」を使用し、
転出先の共済組合より貸付を受け、当支部の未償還金
を一括して償還

③　佐賀支部へ「徴収嘱託申出書」を提出し、徴収嘱託制
度（※１）を利用

佐賀県市町村職員共済組合

国家公務員共済組合

下記のいずれかを選択（原則、①と②の方法で未償還金の
全額即時償還）
①　自己資金で全額即時償還
②　転出先の共済組合から貸付を受け、全額即時償還
③　償還継続制度（※２）を利用

注目！

※１　転出先の共済組合で、給与から償還金を控除し、当支部に継続して償還する制度です。
※２　転出後、本人振込みにより当支部に継続して償還する制度です。
　　　当支部で償還中の貸付に団体信用生命保険（団信）加入者に限り利用可能。
　　　複数の貸付を償還中の場合は、団信非加入の他の貸付についても継続償還
　　　することができます。

★徴収嘱託制度（※１）と償還継続制度（※２）とも、転出から５年以内に
　当支部へ転入しなかった場合は、自己資金や転出先共済組合で借換えして
　いただくことで、当支部の未償還金を即時償還していただきます。

申請書も忘
れずに

提出しまし
ょう。

　共済の貸付金を償還中の方で、定年

延長により、60歳以降の給料が7割程

度となった場合も償還額は変わらず、

給与控除も継続されます。

・月々の償還額を減らしたい。

・月々の償還額はそのままで

　償還回数を減らしたい。

こんなときどうすればいいの？
※詳細はQRコードよりご確認ください。

そんな方に

一部繰上償還償還制度のお知らせです！

　一部繰上償還は、貸付残高の一部を繰り上げて償

還することができる制度です。

　繰り上げ償還後は償還回数や1回あたりの償還額

を減らすことができます。

　一部繰上償還を希望される際は『一部繰上償還申

出書』を提出ください。
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退職するときの年金の手続きは？

　一般組合員の方が、公立学校共済組合佐賀支部を退職する場合（定年（定年取扱い）退職、早期
退職、再任用フルタイム満了者、再任用フルタイムを更新しない方）は、年金の手続きとして「退
職届書」等を必ず提出してください。
◎　提出書類については、次頁 ２.　退職時の年金関係書類について  をご参照ください。

　※１　一般組合員を退職時に「退職届書」等を提出されると、将来の年金請求に備えて年金待機者となり、後日、
公立学校共済組合本部から待機者番号が付された「年金待機者登録通知書」が送付されます。

　※２　昭和36年４月２日以降生まれの方は、原則65歳で年金の受給権が発生します。
　※３　年金の受給権が発生する２～３か月前に年金請求書が送付されます。添付書類等を揃えて、忘れずにお

手続きされてください。
　※４　年金請求書を提出後、決定するまでに３～４か月程度の期間を要します。
　　　　支給開始年齢の到達日（受給権発生日）の翌月分から年６回支給され、偶数月の15日（土日または祝日

のときは、その直前の平日）に、その支給月の前月までの２か月分が支払われます。
　※５　年金を受給（決定）している方が、「他の共済組合または公立学校共済組合佐賀支部」を退職して１日以

上の期間を空けて再就職をされ、「公立学校共済組合佐賀支部組合員」になった方は、「年金受給権者再
就職届書」等の提出が必要です。

　※６　昭和36年４月１日以前生まれの方は、生年月日に応じて年金の支給開始年齢は異なります。【下表参照】
　※７　一般組合員を退職時に「退職届書」等を提出されると、既に決定している年金の再計算及び年金の支給

停止が解除され、後日、公立学校共済組合本部から変更後の内容を記載した「年金支払通知書」※8が送付
されます。

　　　　なお、年金額の「改定」及び「支給停止解除の手続き」には半年程度の期間を要します。
　※８　「年金支払通知書」は通常年２回（６月・12月の定期支給日の直前）に送付されますが、送付後に改定等

により支給額等が変更になった方には、直後の定期支給期に改めて変更後の内容を記載したものが送付
されます。

　※９　「年金額改定通知書」は年金額の改定があった場合に、原則として６月の定期支給日前に送付されます。

【支給開始年齢　早見表】

生年月日 特別支給の
老齢厚生年金

本来支給の
老齢厚生年金

繰上げ支給の
老齢厚生年金

Ｓ34．４．２ ～ Ｓ36．４．１ 64歳 65歳～ 60歳以降
Ｓ36．４．２以降 ― 65歳～ 60歳以降

１.　「退職届書」等を提出後の年金請求（改定）手続きの流れ

●昭和36年４月２日以降生まれの退職者　【年金の未決定者】

●昭和36年４月１日以前生まれ※6の退職者　【年金受給（決定）者】
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　令和７年３月頃の所属長あて通知文書「年度末・年度初めにおける事務手続について
（通知）」において、最新の案内をしますので、そちらも必ずご確認ください。

【退職時の年金関係書類提出一覧（一般組合員、短期組合員）】
対象 提出書類名 備考

一般組合員のみ
年金を受給(決定)
している方
※障害年金を含む。
※在職中による年金の
支給停止の方を含む。

・退職届書　・・・・・・・・1部
・就職予定調査票　・・・・・1部
・履歴書（退職日までの記載があること） ・・・・・・・1部

既に「決定」している年
金の「改定」手続きを行
います。

◎平成27年10月以後１年以上引き続く組合員期間があり、且
つ65歳に達して退職される方は、次の書類が必要です。
・退職年金（年金払い退職給付）決定請求書　・・・・・1部
（以下の書類は、上記の決定請求書において、有期退職年金を
一時金で受給する選択をされた方のみ提出が必要です。）
・終身退職年金・有期退職年金「改定」請求書　・・・・1部
・退職所得申告書　・・・・・・・・・・・・・・・・・1部
・「退職所得の源泉徴収票・特別徴収票」添付用紙・ ・・・1部
（退職所得の源泉徴収票・特別徴収票の写しの貼付が必要）

共済組合独自の年金部分
（年金の新３階部分）の
「決定」又は「改定」手
続きを行います。

一般組合員のみ
年金を受給(決定)
していない方

・退職届書　・・・・・・・・1部
・履歴書（退職日までの記載があること）   ・・・・・・・1部

将来の年金請求に備えて
年金待機者として登録を
行います。

一般組合員
短期組合員
公立学校共済組合佐賀
支部組合員から他の共
済組合員※注 となる方

・組合員転出届書　・・・・・1部
・履歴書（退職日までの記載があること）   ・・・・・・・1部

※注　他の共済組合員とは、他県の公立学校共済組合、地方
職員共済組合（知事部局）、市町村職員共済組合（市町教育
委員会等）、国家公務員共済組合（佐賀大学附属小中学校等）、
警察共済組合等の組合員を指します。

他の共済組合員※注 とな
る方は、転出後の正規職
員、非正規職員を問わず、
「組合員転出届書」の提
出が必要です。

【備考】
★　短期組合員（臨時的任用職員、会計年度任用職員）で退職される方は、専用様式「短期組合員用退職届書（添

付書類不要）」を提出してください。
★　令和６年度末退職予定者（全員）の方は、令和６年度「退職後の予定に係る申告書」を所属経由で提出期限【２

月14日（金）迄】に公立学校共済組合佐賀支部へ提出が必要です。　（詳しくは事務担当者へご確認ください。）

　老齢厚生年金の支給要件を満たしている方は、60歳から65歳に達するまでの間に繰上げ請求を

行い、その請求を行った翌月分から老齢厚生年金の支給を受けることができます。ただし、この制

度を利用すると取り消すことができません。詳しくは、公立学校共済組合佐賀支部までお問い合わ

せください。

【繰上げ請求の注意事項】

①　年金額は繰り上げた月数（１月あたり0.4％（１年あたり4.8％））に応じて減額となり、

その減額率は生涯にわたって続きます。（Ｓ37．４．２以後生まれの方は0.4％（それ以

前の方は0.5％））

②　老齢基礎年金、他実施機関の老齢厚生年金も同時に繰り上げなければなりません。（すべてが減額

対象）

③　事後重症による障害厚生年金等の請求を行うことや障害等級３級の方の増進請求ができなくなり

ます。

④　繰上げ請求を行った場合でも、在職等により年金の全部又は一部が支給停止になる場合があります。

２.　退職時の年金関係書類について

３.　年金の繰上げ支給制度について
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ベネフィット・ステーション事業について
短期組合員の方もご利用いただけます！

　組合員および配偶者および各々二親等以内
の親族の方の健康増進を目的とした福利厚生
サービスです。
　健康両立支援プラン（健康、スポーツ、育児、
介護）のサービスをご利用いただけます。

　ベネフィット・ステーションのご利用にあ
たり、ベネアカウントの登録が必要となります。
　 下記 URL もしくはQRコードよりホーム
ページにアクセスしてください。

URL：https://bs.benefit-one.inc/ 

QRコード：

★ベネフィット・ステーション事業とは

★登録の流れ

★会員証登録の方法






